
　日本のICT産業の名目国内生産額は全産業の約1割(97.9兆円。2007年）を占め、国内最大規模の産業です。総務省

では、この重要分野の国際競争力強化に取り組んでおり、最近の大きな動きとしては、地上デジタル放送日本方式の官

民を挙げての海外普及活動があります。世界の地上デジタル方式にはヨーロッパ方式、米国方式など複数の方式が存在

し、各々が熾烈な普及競争を展開している中、これまでに、南米のブラジルに続き、ペルー、アルゼンチン、チリ、ベネズ

エラが日本方式を採用するに至りました。日本方式は「ワンセグ」のような携帯電話との連携も可能ですので、今後、日

本の携帯電話の国際展開も期待されています。また、本年１月には、原口総務大臣が世界第2位の人口を誇り巨大な市場

が見込まれるインドを訪問、インド政府との間でICT分野に関する合意文書が交わされ、今後のICT産業界の日印協力

関係の深化を見据えているところです。

　また、ICT産業の国際競争力強化の基盤をなすものとして、WTOやEPAといった国際ルールの枠組みがあります。総

務省はこれらの枠組みを通じた自由化の進展に向けて交渉を重ねており、それにより、貿易・投資の自由化・円滑化、相

互の市場参入による競争が促進され、サービスや料金面の改善をはじめとして、最終的には各国民の利益に繋がってい

くことを目指しています。
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経　歴

  現在、私は、WTO/EPA、OECD、APECと

いった枠組みの中でICTに関する業務に携わ

り、各国・地域との間で「協力」と「交渉」という

要素を織り交ぜながら日々の仕事に取り組ん

でいます。例えばWTOでは、1947年の

GATT設立以降、絶え間ない自由化の歴史が

ありますが、1980年代後半のウルグアイ・

ラウンド以降、モノの関税率から電気通信

サービスを含むサービス分野などもクローズ

アップされるようになり、現在のドーハ・ラウ

ンドに至っています。国境という概念にとら

われない電気通信サービスについては、各国

とも厳しい交渉を経て、外資規制の緩和をは

じめ、自由化の努力を重ねていますが、今後さ

らに国際的な観点から日本のICT行政の在り

方を考えていくことが必要になるでしょう。

　スイス・ジュネーブにあるWTO本部で

は、多国間（マルチ）、二国間（バイ）の交渉が

頻繁に行われています。市場の自由化、つま

り相手国の規制緩和を求める交渉なので、

「そのようなことを言った覚えはない」「貴

国の大臣がステートメントで述べていたこ

とではないか」「我が国の短期間での自由化

努力をもっと評価してほしい」「貴国の経済

規模に比べて自由化の度合いは高いとは言

えない」等々、様々なやりとりが飛び交いま

す。WTOにおける「約束」が国内に与える影

響は大きいため、各国とも百戦錬磨の担当

官が交渉に臨んできます。タイミングを見

つつ剛と柔のバランスを考え、戦略的に対

処方針を練る必要があります。相手方との

信頼関係も重要な要素です。共通の利害を

巡っては時には政策協調（合従連衡）も有効

な手段となります。国内産業界の意見に耳

を傾けつつ、相手方がどこまでであれば受

け入れ可能か見極めることが大事です。

2010年の今も、国際交渉のスリリングな

舞台は、変わらぬ難しさと魅力を有してお

り、日々の交渉において常に緊張感を持ち

ながら職務にあたっています。

　ICT分野では、日々新しい動きが登場しま

す。1990年前半にはインターネットや携帯

電話はまだ一般普及の夜明け前でしたが、今

やワイヤレスを含むブロードバンドが当た

り前の時代になっています。クラウドコン

ピューティングなどの新しい概念も次々に

現れます。ICTは数年もしないうちにがらり

とパラダイムが変わりうる分野であり、常に

先を見据えた国際戦略を打ち立てていくこ

とが求められています。

　また、各国・地域は、ICTが経済回復、経済成

長に果たす役割を十分に認識しており、

APECやOECDなどの国際枠組みにおいて

も、ICTの最新動向への対応の重要性は増す

一方です。先例がない未知のケースを、自分

たちで新しく切り開いていける環境に恵ま

れており、興味が尽きることがありません。

　ICT分野は欧米や日本などの先進国が一歩

先んじている一方で、中国などの新興国が台

頭してきます。私は中国に6年間駐在した経

験がありますが、中国のしたたかな交渉力～

長い歴史に裏打ちされた～に唸らされたこ

とは一度や二度ではありません。多種多様の

プレーヤーがそれぞれの思惑を持って立ち

並ぶ国際舞台では、今後、ICTの一層の普及に

伴い、国・地域間の新しい国際経済紛争や国

境を越えた課題がますます増えていくこと

でしょう。

　目まぐるしく起きる変化に柔軟な発想で

向き合い、国内外に視野を広げた政策を立案

したいと思う人にとって、ICTは非常に魅力

的な行政分野だと思います。熱意にあふれる

皆さんと一緒に、日本が次の時代を生き残っ

ていくための国際戦略を考えていけること

を楽しみにしています。

インフレーションによって、1970年代に指

摘されていたビッグバン宇宙論のいくつかの

問題点が解決される。これらの問題の中には、

観測される宇宙が極めて平坦であること（平

坦性問題）、因果律的に結び付きを持たないほ

ど大きなスケールにわたって宇宙が極めて一

様であること（地平線問題）、多くの大統一理

論 (GUT) のモデルで存在が予言されている

空間の位相欠陥が全く観測されないこと（モ

ノポール問題）などが含まれている。インフ

レーション理論の標準的モデルでは、宇宙が

幾何学的に平坦であることや初期宇宙の原始

密度ゆらぎがスケール不変であることを予言

している。これらの予言は（WMAP などによ

る）宇宙マイクロ波背景放射の高精度の観測

結果や（スローン・デジタル・スカイサーベイ

などの）銀河サーベイ観測で得られた銀河分

布のデータによって非常に良い精度で確かめ

られている。インフレーション理論の最も単

純なモデルは約1015GeVという大統一理

論のエネルギー領域を扱うため、インフレー

ション理論は GUT スケールやそれに近い高

エネルギー領域を扱う素粒子物理学にとって

も重要である。1980年代には、インフレー

ションの元となる真空のエネルギーを生み出

す場を大統一理論が予言する特定の場と関連

付けたり、実際の宇宙の観測結果を用いて大

統一理論のモデルに制限を与えようとする試

みが盛んに行なわれた。これらの研究はほと

んど成果を挙げることはなく、インフレー

ションを起こす真空のエネルギー密度を生み

出すような粒子や場（インフラトン）の正体に

ついては謎のままである。インフレーション

理論は主として、高温の初期宇宙の初期条件

について理論が詳細に予言する部分のみが理

解されており、その背後にある素粒子物理学

についてはアドホックなモデル化が行なわれ

ているに留まっている。

インフレーションの時代の後には、初期宇宙

の 高 温 の 放 射 を 生 み 出 し た 再 加 熱  

(reheating) の時代が存在したはずである。

この再加熱の原因についてはほとんど分かっ

ていないが、最近ではインフレーションの終

了期にインフラトンが他の粒子に崩壊する過

程が共鳴的に起きたことで再加熱が起きたと

するパラメータ共振モデルなどが提唱されて

いる。

最近の宇宙マイクロ波背景放射の観測では、

様々な競合理論よりもインフレーション理論

をより強く支持する結果が得られている 

[3]。インフレーションモデルに残されている

理論的問題点の一つは、インフレーションを

引き起こす場のポテンシャルを微調整しなけ

ればならないという点である。もしインフラ

トンが大きな真空のエネルギーを持つとすれ

ば、その質量は小さく（またそのコンプトン波

長は大きく）なければならない。しかし高エネ

ルギー領域の物理学では数多くのスカラー場

が存在すると考えられており、超弦理論に

限っても、インフラトンやインフラトン場の

候補となる粒子やスカラー場は数多く存在し

ている。

一方、現実世界で、スカラー場が見つかってい

ないことを考慮すれば、インフラトンの候補

として必ずしもスカラー場に限定する必要は

ないのかもしれない。例えば、ゲージ理論に出

現する多重項を実効的な「インフラトン」とす

るモデルも近年提唱されている。

■はじめに

■ワークライフ・バランスの実現

■総務省の舵取り

■おわりに

年間業務スケジュール

APEC電気通信・情報作業部会（メキシコ） 
秋は国際会議のシーズン。
様々な出張が立て続けに続く。
本会合では、経済危機への対応も大きなテーマ。
作業部会の分科会（自由化分科会）の副議長も務める。

9月

OECD会合（パリ）
OECD会合では、各国の最新の政策を比較し、
よりよい政策を構築するために知恵を出し合う。
日本のICT政策をアピールすることは
日本のプレゼンス向上にも繋がる。
クラウドコンピューティングやオンライン上の
青少年保護などがテーマ。

10月

WTOサービスクラスター会合（ジュネーブ）
ドーハ・ラウンド妥結に向けて、
主要各国との緊張感に満ちたバイ交渉や、自由化が
進んだ国同士の会合を連日こなす。

11月

EPA交渉、WTO会合、OCED会合等
EPA（豪州、インド、ペルー等）交渉は
ほぼ毎月開催される。多国間経済室のメンバーが
手分けしてキャンベラ、ニューデリー、リマを
飛び回る。交渉に係る事前の対処方針の策定も重要。

12月～4月

APEC電気通信・情報作業部会
（チャイニーズ・タイペイ）
日本は2010年APECのホスト国として、
各国・地域の微妙な利害調整を行いつつ、
10月に沖縄で開催予定の電気通信・
情報産業大臣会合に向けてイニシアティブを
発揮できるよう努める。

5月

Schedule

郵政省採用
郵政省郵務局地域振興サービス企画課

郵政省郵務局総務課

独国留学（ハイデルベルク大学）

科学技術庁長官官房総務課法令係長

郵政省大臣官房国際部国際政策課企画室主査

在上海日本国総領事館副領事

　同　領事

総務省総合通信基盤局
国際部国際政策課課長補佐

　同　国際協力課課長補佐

在中華人民共和国
日本国大使館一等書記官
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（予定を含む）

日ペルーEPA交渉（東京）
OECD/ICCP会合（パリ）

WTOサービスクラスター会合（ジュネーブ）

OECD/CISP、IE（パリ）

日印EPA交渉（ニューデリー）

WTOサービスクラスター会合（ジュネーブ）
日ペルーEPA交渉（リマ）

OECD/ISP、ICCP会合（パリ）
日豪EPA交渉（キャンベラ）

APEC電気通信・情報作業部会
（チャイニーズ・タイペイ）

OECD/CISP、IE（パリ）

APEC電気通信・情報作業部会（ブルネイ）

OECD/ISP、ICCP会合（パリ）
APEC電気通信・情報産業大臣会合（沖縄）

先輩からのメッセージ

ジュネーブWTO本部前にて

ジュネーブWTO本部　会議室にて


